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研究成果の概要（和文）：　本研究は、本社-海外子会社間、海外子会社-現地組織との組織間関係を通じて、トレード
オフとされてきた探索型イノベーションと活用型イノベーションの両立(＝双面性）を日本企業がいかに行っているの
かに関する研究である。
　文献研究と17社のケーススタディから得られた主要発見事実は以下のとおりである。第1に、日本で展開していない
事業を海外で立ち上げているという事例が、権限委譲がなされたミドルマネジャーが自律的活動を行う海外子会社で見
られたこと、第2に現地へのアクセスを迅速に行うために本社機能の一部の海外移管するなどの柔軟な組織構造の変革
を行うことによって、「二重の埋め込み」を管理していることなどである。

研究成果の概要（英文）：　It is theoretically argued that managing both exploitative and explorative 
activities (i.e. ambidexterity) is challenging. It is also required for Japanese MNCs to focus not only 
on the current strategy which has contributed to their competitiveness, but also on introducing totally 
new products, businesses or markets. However, considering the IB context, research on how to deal with 
ambidexterity in the IB context is still unresolved. Hence, in this study we focus on a research question 
about how incumbent Japanese MNCs deal with ambidexterity management through “dual embeddedness” in 
foreign subsidiaries.
　To analyze this research question, I drew on a case-study approach which focuses on foreign 
subsidiaries. This showed that some Japanese MNCs deal with dual embeddedness by changing the management 
orientation of expatriates in foreign subsidiaries, creating dense relationships with a variety of local 
organizations, and appropriate “voicing” activities towards their HQs.

研究分野：国際経営
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１．研究開始当初の背景 
 本研究開始当初の背景は、以下の通りであ
る。近年、経営組織論やイノベーション研究
において、探索型イノベーションと活用型イ
ノベーションの両立、すなわち双面性
(ambidexterity)をいかに達成するかが大き
な注目を集めている(eg. Benner & Tushman, 
2003; March, 1991)。それらの知見によれば、
イノベーションとは、当該組織にとって新奇
な知識を創造する「探索型イノベーション」
と当該組織にとっての既存知識の深化によ
って生産性・効率性を改善させる「活用型イ
ノベーション」とに分類できるが、組織が価
値創造をはかり、将来にわたり存続していく
ためには双方のイノベーションを同時に実
行することが不可欠とされる。とはいえ、そ
れが非常に困難であるのは、両者のイノベー
ションを実行する上で矛盾する組織デザイ
ンや人事マネジメントが必要となるためで
ある (Kang et al., 2007; O’ Reilly & 
Tushman, 2008)。 
 また、日本の多国籍企業（MNC）の現状
に目を転じると、日系MNCは TQMやトヨ
タ生産方式といった活用型イノベーション
に長けている一方で、探索型イノベーション
は大きな課題となっている。活用型イノベー
ションを推進すると、ますます既存ルーティ
ンの深化・改善を追求するという罠に陥って
しまうという問題点が存在している。その結
果、事業的側面だけではなく市場的側面にお
いても、既存と大きくかけ離れた活動を推進
できず、新興国における市場創造も大きな課
題となっている。こうした日系MNCが抱え
る課題をどのように克服しているのかが大
きな問題意識であった。そこで、MNC にお
ける双面性のマネジメントを組織や人材の
側面から探究することをまず念頭におき、研
究をスタートさせた。 
 
２．研究の目的 
 １で上述した問題意識をふまえて、まず着
目したのは、MNC が活用すべき優位性の源
泉として、海外子会社が対峙する異質な外部
環境へのアクセスの機会があるという点で
ある。MNC の海外子会社は、そうした外部
環境に存在する異質な知識にアクセスし、そ
れらを社内で結合・共有することができれば、
MNC の 競 争 優 位 に つ な が り う る
（Birkinshaw et al., 1998; Doz et al., 2001）。
そのためには、海外子会社が現地環境に存在
する様々な現地アクター（顧客、提携パート
ナー、政府など）と強い埋め込まれた関係を
構築する必要がある(Forsgren, et al.,2005)。
そうした緊密な関係を通じて、異質な知識に
アクセスが可能となり、探索型イノベーショ
ンが誘発される。他方、これと同時に、アク
セスした新しい知識をMNC内で社内の既存
知識と結合したり、社内で共有する必要があ
る（活用型イノベーション）（図 1）。この分
析枠組みの下に、探索型・活用型双方のイノ

ベーション活動を実現し、価値創造を達成す
る「双面型」の組織・人材マネジメントを日
系MNCがどのように行っているのかを探究
することを研究目的とした。 
 
 
図１ 海外子会社を通じた双面性 

 
 
 
３．研究の方法 
本研究課題は、日系 MNC における「双面性
(ambidexterity)」のマネジメントに関する
ものである。1 年目にあたる平成 24 年度は、
まず関連理論（組織論、人材マネジメント論、
国際起業家論など）の既存研究のレビューを
行った。また、パイロット的なインタビュー
調査を通じて、特に探索型イノベーションを
行っている海外子会社の特定を実施し、その
上で研究枠組みの精緻化を行った。 
平成 25 年度には、引き続き既存研究のレ
ビューも実施しながら、海外子会社のインタ
ビュー調査を実施した（製造業 9 社（電機 2
社、精密 1社、機械・部品 6社）、商社 4社、
サービス業 3社）。 
これらのインタビュー調査にて、興味深い
いくつかの発見事実が得られたため、平成 26
年度にも同じ海外子会社に対するインタビ
ュー調査を実施した。またユニークな活動を
実施している海外子会社に対して、新たにイ
ンタビュー調査を行った。さらに、必要に応
じて、日本本社へのインタビュー調査を実施
し、二次資料の収集も行うことなどによって、
ケーススタディのさらに深い分析を行った。 
 
４．研究成果 
(1)関連研究に関する文献レビュー 
 本研究課題は、近年発展しつつあるテーマ
であると同時に、非常に広範な研究領域と関
係している。そこで、第１に、研究課題の鍵
概念である「海外子会社」と「双面性」のマ
ネジメントに絞り、関連研究を渉猟した。意
外なことに、国際ビジネス領域において、双
面性のマネジメントに関する研究蓄積は極
めて少なかった（直近の例外的研究として、
Hsu et al. (2012); Fourné et al.(2014)が
ある）。そのため、相対的に多くの研究蓄積
が存在する経営組織論、企業家論、マーケテ
ィングなどの研究領域も含めて先行研究の



レビューを行った。 
 双面性のタイプの類型化として(a)組織構
造の分離型、(b)時間の分離型、(c)組織コン
テクスト対応型などが存在するが、近年の研
究では、分析単位を全社や事業から個人（マ
ネジャーなど）に下げることを通じて、(c)
組織コンテクスト対応型の双面性に焦点を
あてる傾向が強くみられた。そして、組織構
造よりも組織コンテクストの方が活用型イ
ノベーションや探索型イノベーションに強
い影響を与えることを示唆する研究も見ら
れた（eg. Jansen, Van den Bosch & Volberda, 
2006）。また、技術的観点からの探索型イノ
ベーションを対象とする研究蓄積は数多く
存在する一方で、マーケティングや市場とい
った観点からの探索型イノベーション（新規
市場の創造など）を対象とする研究の蓄積は
十分とはいえないということも明らかとな
った。そこで本研究では、イノベーションを、
広義のイノベーションとして捉え、技術や製
品にとどまらず、市場や新たな組織間関係の
構築をも含む概念として定義することとし
ている。[対応する研究成果として、図書①、
学会発表③] 
 第２に焦点をあてたのが、外部組織との関
係構築やそれを通じた知識のアクセス・獲得
に関する既存研究である。具体的には、埋め
込み性(embeddedness)、国際化プロセスモデ
ル、ソーシャル・キャピタル、ヒトの課題（バ
ウンダリー・スパナー、企業家研究）、吸収
能力、探索などが挙げられる。 
これらの研究レビューを通じて、ケースス
タディにおける研究枠組みの精緻化を実施
した（図２）。具体的には、以下のとおりで
ある。探索型イノベーションにつながるよう
な現地固有知識を海外子会社は現地アクタ
ー（顧客、提携パートナー、研究機関、政府
など）から獲得できるが、そのためには現地
コミュニティに根ざした「埋め込まれた関
係」を構築する必要がある（Forsgren, Holm 
& Johanson, 2005）。他方、海外子会社が埋
め込まれた関係構築を行うためには、本社か
ら一定の経営資源を配分してもらったり、現
地アクターとの密接な関係構築を行う正統
性を付与してもらう必要がある。だが、あら
ゆる海外子会社が本社から経営資源や正統
性を配分・付与されるわけではなく、海外子
会社マネジャーは本社からの注目を集めて、
それらを振り向けてもらう必要が生じる
（Bouquet & Birkinshaw, 2008）。その結果、
海外子会社は、本社と現地組織双方ともに埋
め込まれた関係を構築しなければならず、
「二重に埋め込まれた」存在となる（eg. 
Garcia-Pont, et al., 2009）。したがって、
後述するケーススタディにおいては、この
「二重の埋め込み」のバランスをどのように
図っているのかに焦点を当てることとした。 
特に、本研究課題の対象である日系 MNC に
おいては日本人や日本企業向けにビジネス
を行ってきた傾向が強く、また日本企業固有

の生産システムの優位性を海外移転してき
たために、本社-海外子会社間に緊密な関係
的埋め込みが存在していると考えられる。そ
して、この埋め込みが海外子会社-現地組織
間の外部の埋め込み性の構築を阻害してい
るのではないかという問題意識ももつに至
った。[対応する研究成果としては、雑誌論
文②、③、④、学会発表③、図書①]。 
 
図２ ケーススタディにおける研究枠組み 
 

 

 
 
(2)ケーススタディに基づく発見事実 
 本研究課題は、国際ビジネス領域では新し
い探索的な研究テーマであることや、定量的
な測定が困難な事象を扱っているため、ケー
ススタディを通じた発見事実からトレンド
や仮説を提示するタイプの研究スタイルを
採用した。 
 ケーススタディ（主に海外子会社での日本
人派遣社員に対するインタビュー調査）にお
いて明らかになった、主要な発見事実をまと
めて論じると以下のようになる（守秘義務の
関係で、企業名は匿名で記す）。 
第 1に、組織構造の側面については、日本
にある本社機能の一部を海外拠点に移管し
ていたり、担当役員が海外拠点に常駐してい
るケースが数多く見られた（たとえば、商社、
精密のケース）。その原因としては、変化す
る現地固有知識にスピーディにアクセスし
たり、グローバルな意思決定を本社を通さず
に迅速に行うためである。 
 第 2に、海外子会社におけるミドルの海外
派遣者が職能面で多重的な役割を果たして
おり、現地の従業員や現地組織との関係構築
につながる業務を行っているケースが複数
でみられた（たとえば、商社1社、部品１社）。
またこの部品会社では、ミドルマネジャー自
らの意思によって、こうした現地組織との関
係構築を通じて新興国の市場創造に着手す
ることに成功していた。このようなミドルマ
ネジャーは、過去に別の海外拠点でのキャリ
アを有する傾向がみられた。従来の研究では、
海外子会社のトップマネジメントに焦点が
あてられることが多かったが、海外子会社の
ミドルマネジャーも重要な研究対象とする
べきことが示唆される。 



 第 3 に、権限委譲がなされている海外子会
社において、日本本国において展開していな
い事業を海外で立ち上げ、海外子会社を中核
拠点として新たな事業創造を行っている事
例がみられた（部品 1 社、商社 1 社）。こう
した事例では、伝統的な多国籍企業論が想定
していたような本国から移転された優位性
が海外で活用できるわけではない。そのため、
現地で新規事業を立ち上げるための資源蓄
積が求められるが、ある専門商社の事例では
事業立ち上げまでに 7-8 年間をかけて、日本
では行っていない製造業に取り組んでいる
ことがみられた。この事業立ち上げの過程で
は、現地パートナーや現地大学との緊密な関
係構築を通じて、優秀な技術者を確保するこ
とに成功していた。他方、部品企業の事例で
は、長年勤務している現地人幹部社員が蓄積
した海外子会社の生産技術を新規事業に活
用できることを着想したことから、日本本社
では扱っていない製品を生産するに至って
いる。このように、海外子会社が蓄積した経
営資源がMNCの新たな事業創造に活用されて
いることが明らかとなった。 
 第 4に、海外子会社の業務範囲が拡大する
につれて、現地組織（サプライヤーなど）と
の密接な関係構築を担当する部署を新たに
設置するケースがみられた（部品 1社）。 
 第 5に、第 1とも関連するが、海外子会社
業務が複雑化、拡大化するにつれて、海外子
会社への経営的業務に関する権限委譲が非
常に進行しており、本社とのコミュニケーシ
ョンの頻度はかつてより減少し、海外子会社
間でのコミュニケーションの頻度が増加し
ているというケースが数多く見られた（電機
1社、化学 1社、精密 1社、部品 2社）。 
 これらの発見事実や得られたインプリケ
ーションを中心に、最終年度に学会発表を行
った。また平成 27 年度も海外での学会発表
が確定している。なお、これまでの学会発表
を通じて今後の研究に資する有益なアドバ
イスを頂くことができた[対応する研究成果
としては、学会発表①、②]。 
 
(3)インプリケーションと今後の課題 
 理論に関するレビューとケーススタディ
から得られるインプリケーション、特に日系
MNC における双面性のマネジメントに関する
インプリケーションは、以下の通りである。 
 第１に、組織構造的な観点では、本社機能
の一部の海外移管、経営的業務も含む大幅な
権限委譲がなされることによって、本社-海
外子会社間の組織間関係のあり方が一部の
日系MNCで大きく変容していることが明らか
となった。従来より、日系 MNC は集権的なコ
ントロールを行う傾向が強かったが
（Bartlett & Ghoshal, 1989）、こうした本
社-海外子会社間の組織間関係を部分的に変
革させることによって、新しい業務活動や変
革活動をより迅速により的確に実施しよう
とする姿勢が見受けられる。また、このよう

に組織構造を部分的に変革させるという手
法は、上述した双面性の既存研究においても
明確には提示されていないものであり、その
点で新たな理論的示唆としてみなすことも
できるであろう。 
 第２に、日系 MNC における新たな現地組織
との関係構築の側面をみると、担当部署の設
置といった組織構造面だけでなく、日本人の
ミドルマネジャーや長年勤務している現地
人人材が、自らの気づきによって関係構築の
きっかけをつくっているケースが見られた。
この点は、構造ではなくコンテクストで対応
するタイプの探索型イノベーションであり、
このタイプの双面性にさらなる焦点をあて
る必要性が示唆されるものである。また、マ
ネジャーの経営的視野やマインドセットに
いった認識的側面が大きく影響しているこ
とも示唆された。 
これらのインプリケーションについては、
平成 27 年度に実施が確定している海外学会
発表で論じる予定である[対応する研究成果
としては、論文①、学会発表①]。 
 今後の課題としては、既存研究で指摘され
ているように、全社や海外子会社といった組
織構造を分析単位とするのでなく、個人レベ
ルを分析単位として捉え、ミクロ組織論的な
観点からこの研究課題に接近することが挙
げられる。この点はインプリケーションの第
２の点と関連するものであり、今回の科研費
研究で全く触れられていないわけではない
が、十分な焦点をあてることができなかった。
これについては、今後の研究課題としたい。 
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